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グループの事業系統図 

子会社等の状況 

連結事業概況 

最近５年間の連結ベースの主要な経営指標 
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　日立市多賀農業協同組合のグループは、当組合および子会社１社で構成されています。
　このうち、当年度及び前年度において連結自己資本比率を算出する対象となる連結子
会社は１社です。なお、連結自己資本比率を算出する対象となる連結グループと、連結
財務諸表規則に基づき連結の範囲に含まれる会社に、相違はありません。 

日立市多賀農業協同組合 子会社　㈲多賀協同サービス 

連結経常収益 
　信用事業収益 
　共済事業収益 
　その他事業収益 
連結経常利益 
連結当期剰余金 
連結純資産額 
連結総資産額 
連結自己資本比率 

平成24年度 
826,305 
250,473 
90,314 
485,518 
121,241 
74,484 

1,641,479 
28,228,402 

16.10

平成23年度 
812,112 
249,479 
78,460 
484,173 
80,962 
48,929 

1,574,693 
25,794,198 

16.14

平成22年度 
666,973 
235,507 
90,938 
340,528 
63,365 
38,282 

1,506,925 
24,123,940 

17.35

平成25年度 
768,178 
237,405 
85,215 
445,558 
73,577 
50,878 

1,689,001 
30,395,020 

15.85

平成26年度 
752,524 
252,564 
84,195 
415,765 
86,261 
56,538 

1,738,992 
32,221,375 

15.59

（単位：千円） 

　当年度の当組合連結決算は、子会社１社を連結しております。 
　連結決算概況は、連結総資産32,221,375千円、連結経常利益86,261千円、連結当期剰
余金56,538千円です。 

名　称 業務内容 所在地 設立 
年月日 

㈲多賀協同サービス 搬 送 ・ 霊 柩  日立市多賀町 
1丁目12番10号 

平成10年 
4月23日 

資本金 
（千円） 

10,000

組合 
出資比率 

100％ 

グループ 
出資比率 

100％ 
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連結貸借対照表 
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（単位：千円） 

１．信用事業資産 
（１）現金 
（２）預金 
（３）貸出金 
（４）その他の信用事業資産 
（５）貸倒引当金 
２．共済事業資産 
（１）共済貸付金 
（２）その他の共済事業資産 
３．経済事業資産 
（１）経済事業未収金 
（２）棚卸資産 
（３）その他の経済事業資産 
４．雑資産 
５．固定資産 
（１）有形固定資産 
　　　　建物 
　　　　機械装置 
　　　　土地 
　　　　その他の有形固定資産 
　　　　減価償却累計額 
（２）無形固定資産 
６．外部出資 
（１）外部出資 
７．繰延税金資産 
 
 
 

資　産　の　部　合　計 

 
68,503 

19,760,682 
8,846,740 
130,798 
▲ 64,873 

 
5,442 
66 
 

7,481 
12,064 
690 
 
 

1,091,368 
561,420 
3,614 

716,209 
120,250 

▲ 310,127 
1,606 

 
478,896

28,741,851 
 
 
 
 
 

5,509 
 
 

20,236 
 
 
 

37,032 
1,092,975 

 
 
 
 
 
 
 

478,896 
 

18,518 
 
 
 

30,395,020

平成25年度 
平成26年１月31日現在 

 
70,814 

21,412,910 
9,015,458 
137,578 
▲ 62,607 

 
6,735 
65 
 

7,431 
13,411 
651 
 
 

1,077,200 
562,335 
11,884 
715,154 
121,043 

▲ 333,218 
1,162 

 
479,144

30,574,155 
 
 
 
 
 

6,801 
 
 

21,494 
 
 
 

40,998 
1,078,363 

 
 
 
 
 
 
 

479,144 
 

20,418 
 
 
 

32,221,375

平成26年度 
平成27年１月31日現在 科　目 

年度別 
資　　　　　　　　産 
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（単位：千円） 

１．信用事業負債 
（１）貯金 
（２）借入金 
（３）その他の信用事業負債 
２．共済事業負債 
（１）共済借入金 
（２）共済資金 
（３）その他の共済事業負債 
３．経済事業負債 
（１）経済事業未払金 
（２）その他の経済事業負債 
４．雑負債 
（１）未払法人税 
（２）その他の負債 
５．諸引当金 
（１）賞与引当金 
（２）退職給付引当金 
（３）役員退職慰労引当金 
６．再評価に係る繰延税金負債 

負　債　の　部　合　計 
１．組合員資本 
（１）出資金 
（２）利益剰余金 
（３）処分未済持分 
（４）子会社の所有する親組合出資金 
２．評価・換算差額等 
（１）土地再評価差額金 
純　資　本　の　部　合　計 
負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計  

 
27,843,430 
300,000 
171,412 

 
5,442 
47,349 
35,259 

 
16,528 
94 
 

16,067 
18,012 

 
5,840 
56,980 
4,214 

 
 
 

145,220 
1,058,553 
▲ 1,074 
▲ 2 
 

486,304

28,314,842 
 
 
 

88,051 
 
 
 

16,623 
 
 

34,079 
 
 

67,034 
 
 
 

185,386 
28,706,019 
1,202,697 

 
 
 
 

486,304 
 

1,689,001 
30,395,020

平成25年度 
平成26年１月31日現在 

 
29,640,039 
300,000 
116,420 

 
6,735 
45,265 
35,233 

 
19,841 
15 
 

26,685 
32,243 

 
8,250 
62,007 
4,549 

 
 
 

143,101 
1,111,575 
▲ 1,222 
▲ 2 
 

485,540

30,056,460 
 
 
 

87,233 
 
 
 

19,856 
 
 

58,929 
 
 

74,807 
 
 
 

185,095 
30,482,383 
1,253,452 

 
 
 
 

485,540 
 

1,738,992 
32,221,375

平成26年度 
平成27年１月31日現在 科　目 

年度別 
負　債　及　び　純　資　産 

JA HITACHI CITY TAGA REPORT



連結損益計算書 
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（単位：千円） 

１．事業総利益 
（１）信用事業収益 
　　　資金運用収益 
　　　（うち預金利息） 
　　　（うち貸出金利息） 
　　　（うちその他受入利息） 
　　　役務取引等収益 
　　　その他経常収益 
（２）信用事業費用 
　　　資金調達費用 
　　　（うち貯金利息） 
　　　（うち給付補てん備金繰入） 
　　　（うち借入金利息） 
　　　（うちその他支払利息） 
　　　役務取引等費用 
　　　その他経常費用 
　　　（うち貸倒引当金戻入益） 
　信用事業総利益 
（３）共済事業収益 
　　　共済付加収入 
　　　その他共済事業収益 
（４）共済事業費用 
　　　共済推進費 
　　　共済保全費 
　　　その他共済事業費用 
　共済事業総利益 
（５）購買事業収益 
　　　購買品供給高 
　　　その他購買事業収益 
（６）購買事業費用 
　　　購買品供給原価 
　　　購買品供給費 
　　　その他購買事業費用 
　購買事業総利益 

407,906 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

187,184 
 
 
 
 
 
 
 

79,632 
 
 
 
 
 
 
 

11,077

 
237,405 

 
 
 
 
 
 

50,220 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

85,215 
 
 

5,583 
 
 
 
 

114,634 
 
 

103,557

 
 

231,659 
（112,162） 
（114,254） 
（5,242） 
3,531 
2,213 

 
33,360 
（31,914） 
（84） 
（415） 
（945） 
933 

15,926 
（▲ 3,103） 

 
 

83,787 
1,428 

 
3,175 
658 
1,749 

 
 

113,319 
1,315 

 
103,030 

52 
474

426,201 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

199,089 
 
 
 
 
 
 
 

79,713 
 
 
 
 
 
 
 

8,888

 
252,564 

 
 
 
 
 
 

53,475 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

84,195 
 
 

4,481 
 
 
 
 

76,500 
 
 

67,611

 
 

245,532 
（120,810） 
（119,008） 
（5,713） 
3,498 
3,533 

 
35,691 
（33,459） 
（62） 
（330） 
（1,838） 
984 

16,799 
（▲ 2,266） 

 
 

81,345 
2,850 

 
1,902 
686 
1,893 

 
 

75,708 
791 
 

67,049 
254 
307

平成25年度 
平成25年２月１日から平成26年１月31日まで 

平成26年度 
平成26年２月１日から平成27年１月31日まで 科　目 

年度別 



（７）その他事業収益 
（８）その他事業費用 
　その他事業総利益 
２．事業管理費 
　（１）人件費 
　（２）その他事業管理費 
事業利益 
３．事業外収益 
（１）受取雑利息 
（２）受取出資配当金 
（３）その他の事業外収益 
４．事業外費用 
（１）その他の事業外費用 
経常利益 
５．特別損失 
（１）固定資産処分損 
（２）減損損失 
税引前当期利益 
６．法人税住民税及び事業税 
７．法人税等調整額 
当期剰余金 

 
 

130,012 
336,304 

 
 

71,602 
16,192 

 
 
 

14,217 
 

73,577 
0 
 
 

73,577 
19,314 
3,383 
50,878

330,924 
200,912 

 
 

242,946 
93,358 

 
 

2,533 
7,933 
5,724 

 
14,217 

 
 
0 
 
 

 
 

138,509 
341,931 

 
 

84,269 
14,276 

 
 
 

12,284 
 

86,261 
1,055 

 
 

85,206 
30,858 
▲ 2,190 
56,538

339,265 
200,755 

 
 

247,476 
94,454 

 
 
 

8,300 
5,975 

 
12,284 

 
 
0 

1,055 
 
 

連結損益計算書 
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連結注記表 

84

JA HITACHI CITY TAGA REPORT

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 
（１）連結の範囲に関する事項 

連結子会社及び子会社等の数　　　：　１社 
連結子会社及び子会社等の名称　　：　有限会社　多賀協同サービス 

 
（２）剰余金処分項目等の取扱いに関する事項 
　利益処分に関する項目等は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて計上しており
ます。 

 
（３）連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物の資金の範囲 
　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、貸借対照表上の「現金」及び「預金」のう
ち、「現金」及び「預金」中の当座預金、普通預金及び通知預金となっています。 
 
現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
　現金及び預金勘定　　　　　　　　　　　　１９，８２９，１８６千円 
　別段預金、定期性預金及び譲渡性預金　　▲１９，４９７，４２３千円 
　現金及び現金同等物　　　　　　　　　　　　　　３３１，７６２千円 

 
２．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

購買品　　　　　　：売価還元法による原価法 
（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

その他の棚卸資産　：最終仕入原価法による原価法 
（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 
（２）固定資産の減価償却の方法 
①　有形固定資産 
　定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について
は定額法）を採用しています。 
○耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。 
○取得価額が３０万円未満の少額減価償却資産については、租税特別措置法等の規定にもとづ
き本年度一括償却しております。 
 
②　無形固定資産 
　定額法を採用しています。 
　なお、自社利用ソフトウェアについては、当組合における利用可能期間（５年）に基づく定
額法により償却しています。 

 
（３）引当金の計上基準 
①　貸倒引当金 
　貸倒引当金は、予め定められている資産自己査定要領、経理規程及び資産の償却・引当基準
に則り、次のとおり計上しています。 
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に係る債権及びそ
れと同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権については、債権額から、担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しています。 
　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債
務者に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認
められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められ
る額を計上しています。破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回収に係るキャッシュ・
フローを合理的に見積ることができる債権については、当該キャッシュ・フローと債権の帳簿
価額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額との差額を引き
当てています。 
　上記以外の債権については、貸倒実績率で算定した金額と税法繰入限度額のいずれか多い金
額を計上しています。 

平成25年度 
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　この基準に基づき、当事業年度は租税特別措置法第５７条の９により算定した金額を計上し
ています。 
　すべての債権は、資産自己査定要領に基づき、融資担当部署等が資産査定を実施し、当該部
署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当
を行っています。 
 
②　賞与引当金 
　職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度負担分を計上
しています。 
 
③　退職給付引当金 
　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込に
基づき、当事業年度に発生していると認められる額を計上しています。なお、当組合は職員数
３００人未満の小規模企業等に該当するため、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」
（日本公認会計士協会　会計制度委員会報告第１３号平成１１年９月１４日）により簡便法を
採用しています。 
 
④　役員退職慰労引当金 
　役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上してい
ます。 

 
（４）リース取引の処理方法 
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引のうち、
会計基準適用初年度開始前に取引を行ったものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっています。 

 
（５）消費税及び地方消費税の会計処理 
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、固定資産に係る控
除対象外消費税等は雑資産に計上し、５年間で均等償却を行っております。 

 
（６）記載金額の端数処理 
　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、金額千円未満の科目については「０」で表
示しております。 

 
３．会計方針の変更に関する注記 
減価償却方法の変更 
　法人税法の改正に伴い、当事業年度より平成２５年２月１日以降に取得した有形固定資産に
ついて、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しています。この変更による影響は軽微
です。 

 
４．貸借対照表に関する注記 
（１）資産に係る圧縮記帳額を直接控除した場合における各資産の資産項目別の圧縮記帳額 
　有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は１３，１１４千円であり、その内訳は、
次のとおりです。 
　建物　１２，８９４千円　　車両運搬具　２２０千円 

 
（２）リース契約により使用する重要な固定資産 
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事業用信用・共済端末（平成２１年１月３１日以前契
約締結のもの）については、リース契約により使用しています。 

 
（３）借手となるリース取引 
　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日がリース取引に関する会計
基準適用開始前のリース取引は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、
その内容は次のとおりです。 
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○未経過リース料期末残高相当額（単位：千円） 
　１年以内　　　１年超　　　合　計 
　　  ２６　　　　　０　　　　２６ 
 
○減価償却費相当額の算定方法 
　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっています。 
 
○利息相当額の算定方法 
　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法
については利息法によっています。 

 
（４）担保に供している資産 

定期預金８００，０００千円を為替決済の担保に供しています。 
 
（５）役員との間の取引による役員に対する金銭債権及び金銭債務 

理事および監事に対する金銭債権の総額　　金銭債権　　６，０３７千円 
 
（６）貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳 

　貸出金のうち、破綻先債権額は２６，５０５千円、延滞債権額は４５，６８４千円です。 
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事
由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった
貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法
人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由
又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金です。 
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又
は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金です。 
　貸出金のうち、３か月以上延滞債権額は該当ありません。 
　なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上遅
延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。 
　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は該当ありません。 
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の
減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３か月以上延滞債権に該当しないものです。 
　破綻先債権額、延滞債権額、３か月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は７２，
１８９千円です。 
　なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。 

 
（７）土地の再評価に関する法律に基づく再評価 

　「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）及び「土地の再
評価に関する法律の一部を改正する法律」に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差
額については、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債
の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上してい
ます。 
○再評価を行った年月日　・・・　平成１３年１月３１日 
○再評価を行った土地の当事業年度末における時価の合計額が再評価後の帳簿価額 
　の合計額を下回る金額　　・・・　４２０，５０４千円 
○同法律第３条３項に定める再評価の方法 
　　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条
第３号に定める、当該事業用土地について地方税法第３４１条第１０号の土地課税台帳又
は同条第１１号の土地補充課税台帳に登録されている価格（固定資産税評価額）に合理的
な調整を行って算出しました。 
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５．金融商品に関する注記 
 
１　金融商品の状況に関する事項 
（１）金融商品に対する取組方針 
　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内の企業や団体など
へ貸付け、残った余裕金を茨城県信用農業協同組合連合会へ預け、運用を行っています。 

 
（２）金融商品の内容及びそのリスク 
　当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金であり、貸出金
は、組合員等の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されています。 
　借入金は、茨城県信用農業協同組合連合会からの借入金です。 
　営業債権である経済事業未収金は、組合員等の信用リスクに晒されています。 

 
（３）金融商品に係るリスク管理体制 
①　信用リスクの管理 
　当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定していま
す。また、通常の貸出取引については、本店に融資審査部署を設置し各支店との連携を図りな
がら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより
償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っ
ています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に
行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組ん
でいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当基準」に基
づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。 
 
②　市場リスクの管理 
　当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールするこ
とにより、収益化及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強
化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融
情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。 
（市場リスクに係る定量的情報） 
　当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組合に
おいて、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、貸出金、
貯金及び借入金です。 
　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予
想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利
用しています。 
　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利
が０．２８％上昇したものと想定した場合には、経済価値が５０，０１９千円減少するものと
把握しています。 
　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリス
ク変数の相関を考慮していません。 
　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生
じる可能性があります。 
　なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件にかかる未実行金額についても含めて
計算しています。 
 
③　資金調達に係る流動性リスクの管理　 
　当当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、
安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う
上での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運用方
針などの策定の際に検討を行っています。 
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（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が
ない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。当該価額
の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該
価額が異なることもあります。 

 
Ⅱ　金融商品の時価等に関する事項 
（１）金融商品の貸借対照表計上額および時価等 
　当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。 
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表には含めず（３）
に記載しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）金融商品の時価の算定方法 
【資産】 
①　預金 
　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ています。満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートである
円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。 
 
②　貸出金 
　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状
態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額
によっています。 
　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額
をリスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた額から貸倒引当金を
控除して時価に代わる金額として算定しています。 
　なお、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控除し
た額を時価に代わる金額としています。 
 

【負債】 
①　貯金 
　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額(帳簿価額)を時価とみなしています。
また、定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスク
フリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額
として算定しています。 

預　金 
貸出金 
　貸倒引当金（＊１） 
　貸倒引当金控除後 

資産計 
貯　金 
借入金 

負債計 

貸借対照表 
計上額 
19,760,682 
8,846,740 
▲ 64,873 
8,781,867 
28,542,550 
27,843,430 
300,000 

28,235,686

時　価 

19,738,663 
－ 
 

9,024,078 
28,762,741 
27,826,905 
299,506 

28,218,668

差　額 

▲ 22,019 
－ 
 

241,211 
220,191 
▲ 16,525 
▲ 493 

▲ 17,018

（単位：千円） 

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。 
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②　借入金 
　借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当組合の信用状
態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、
当該帳簿価額によっています。 
　固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借入金の元利金の合計額をリスクフ
リーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額と
して算定しています。 

 
（３）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは（１）
の金融商品の時価情報には含まれていません。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 
　　　　　　　　　　　　　　　　貸借対照表計上額 
　　　外部出資　　　　　　　　　　４８８，７９６ 
　　　　合計　　　　　　　　　　　４８８，７９６ 
（＊１）外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものについては、時価を把握すること

が極めて困難であると認められるため、時価開示の対象とはしていません。 
 
（４）金銭債権の決算日後の償還予定額 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 
　　　　　　　　　

１年以内
　　 １年超　　　２年超　　　３年超　　　４年超　　　

５年超
 

　　　　　　　　　 　　　　　　２年以内　　３年以内　　４年以内　　５年以内 
　　預　金　　　　19,760,682　　 0　　 0　　 0　　 0　　 0 
　　貸出金（＊1，2） 866,415　　 718,937　　 719,219　　 629,434　　 584,742　　5,288,971 
　　合　計　　　　20,627,098　　 718,937　　 719,219　　 629,434　　 584,742　　5,288,971 

（＊１）貸出金のうち、当座貸越（融資型を除く）１３，９７７千円については「１年以内」
に含めています。また、期限のない劣後特約付ローン２７０，０００千円について
は「５年超」に含めています。 

（＊２）貸出金のうち、３ヶ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等３９，０１８千
円は償還の予定が見込まれないため、含めていません。 

 
（５）借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 
　　　　　　　　　

１年以内
　　 １年超　　　２年超　　　３年超　　　４年超　　　

５年超
 

　　　　　　　　　 　　　　　　２年以内　　３年以内　　４年以内　　５年以内 
　　貯　金（＊１） 26,406,874　 783,100　 446,222　 120,657　 86,576　 0 
　　借入金　　　　 300,000　 0　 0　 0　 0　 0 
　　合　計　　　　 26,706,874　 783,100　 446,222　 120,657　 86,576　 0 

（＊１）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めています。 
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６．退職給付に関する注記 
（１）採用している退職給付制度 
①　採用している退職給付制度 
　従業員の退職給付にあてるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用しています。
また、この制度に加え、同規程に基づき退職給付の一部にあてるため、全国共済農業協同組合
連合会との契約による確定給付型年金制度および（一財）全国農林漁業団体共済会との契約に
よる特定退職金共済制度を採用しています。 
　なお、退職給付債務・退職給付費用の計上にあたっては「退職給付に係る会計基準の設定に
関する意見書」（平成１０年６月１６日企業会計審議会）に基づき、簡便法により行ってい
ます。 

 
②　退職給付債務及びその内訳 
　退職給付債務の額　　　　　　　　　　　　　▲１７７，９３５千円 
　特定退職金共済制度退職給付金　　　　　　　　１２０，９５５千円 
　未積立特定退職給付債務　　　　　　　　　　　▲５６，９７９千円 
　退職給付引当金　　　　　　　　　　　　　　　▲５６，９７９千円 

 
（２）人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合
を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第57条の規定に基づき、旧
農林共済組合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務
負担金２，５７１千円を含めて計上しています。 
　なお、同組合より示された平成２５年３月現在における平成４４年３月までの特例業務負担金
の将来見込額は、４１，０５９千円となっています。 
 

 
７．税効果会計に関する注記 
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳は次のとおりです。 

繰延税金資産 
　貸倒引当金超過額　　　　　　　　　　　９，６６１千円 
　退職給付引当金　　　　　　　　　　　１５，７２６千円 
　賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　１，３８３千円 
　未払事業税否認額　　　　　　　　　　　　　８９１千円 
　未収利息不計上否認額　　　　　　　　　　　９２６千円 
　役員退職慰労引当金否認額　　　　　　　１，１６３千円 
　土地減損損失否認額　　　　　　　　　　２，４８９千円 
　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２５千円 
　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　３２，７６６千円 
　評価性引当額　　　　　　　　　　　▲１４，２４０千円 
　繰延税金資産合計（Ａ）　　　　　　　１８，５２６千円 
繰延税金負債 
　全農適格合併みなし配当否認額　　　　　　　　▲７千円 
　繰延税金負債合計（Ｂ）　　　　　　　　　　　▲７千円 
繰延税金資産の純額（Ａ）＋（Ｂ）　　　１８，５１８千円 
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（２）法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因 
　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等負担率との差異が法定実効税率の百分の五以下で
あるため、注記を省略しております。 

 
 
８．賃貸等不動産に関する注記 
（１）賃貸等不動産の状況に関する事項 
　当組合では、日立市において保有する日立市多賀町１－１２－１０の一部を賃貸の用に供して
しています。 

 
（２）賃貸等不動産の時価に関する事項 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 
 
 
 
（注１）当期末の時価は、主として観察可能な市場価格に基づく価格又は「不動産鑑定評価基準」

に基づいて当組合で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）です。 

時　価 
１４，０４７ 

貸借対照表計上額 
１５，１０１ 
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１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 
（１）連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数　　　：　１社 
連結子会社の名称　　：　有限会社　多賀協同サービス 

 
（２）連結される子会社及び子会社等の事業年度に関する事項 
　連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しています。 

 
（３）剰余金処分項目等の取扱いに関する事項 
　連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づ
いて作成しています。 

 
（４）連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物の資金の範囲 
　連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物の範囲は、連結貸借対照表上の「現
金」及び「預金」のうちの当座預金、普通預金及び通知預金となっています。 
 
現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
　現金及び預金勘定　　　　　　　　　　　　２１，４８３，７２５千円 
　別段預金、定期性預金及び譲渡性預金　　▲２１，２７５，３００千円 
　現金及び現金同等物　　　　　　　　　　　　　　２０８，４２５千円 

 
２．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

購買品　　　　　　：売価還元法による原価法 
（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

その他の棚卸資産　：最終仕入原価法による原価法 
（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 
（２）固定資産の減価償却の方法 
①　有形固定資産 
　定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）について
は定額法）を採用しています。 
○耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。 
○取得価額が３０万円未満の少額減価償却資産については、租税特別措置法等の規定にもとづ
き本年度一括償却しております。 
 
②　無形固定資産 
　定額法を採用しています。 
　なお、自社利用ソフトウェアについては、当組合における利用可能期間（５年）に基づく定
額法により償却しています。 

 
（３）引当金の計上基準 
①　貸倒引当金 
　貸倒引当金は、予め定められている資産自己査定要領、経理規程及び資産の償却・引当基準
に則り、次のとおり計上しています。 
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に係る債権及びそ
れと同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権については、債権額から、担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しています。 
　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債
務者に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認
められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められ
る額を計上しています。破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回収に係るキャッシュ・
フローを合理的に見積ることができる債権については、当該キャッシュ・フローと債権の帳簿
価額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額との差額を引き
当てています。 
　上記以外の債権については、貸倒実績率で算出した金額を計上しています。 
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　すべての債権は、資産自己査定要領に基づき、融資担当部署等が資産査定を実施し、当該部
署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当
を行っています。 
 
②　賞与引当金 
　職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度負担分を計上
しています。 
 
③　退職給付引当金 
　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当事業年度に発生していると認められる額を計上しています。なお、退職給付引当
金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方
法を用いた簡便法を適用しています。 
 
④　役員退職慰労引当金 
　役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上してい
ます。 

 
（４）リース取引の処理方法 
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引のうち、
会計基準適用初年度開始前に取引を行ったものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっています。 

 
（５）消費税及び地方消費税の会計処理 
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、固定資産に係る控
除対象外消費税等は雑資産に計上し、５年間で均等償却を行っております。 

 
（６）記載金額の端数処理 
　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、金額千円未満の科目については「０」で表
示しております。 

 
３．貸借対照表に関する注記 
（１）資産に係る圧縮記帳額を直接控除した場合における各資産の資産項目別の圧縮記帳額 
　有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は１３，１１４千円であり、その内訳は、
次のとおりです。 
　建物　１２，８９４千円　　車両運搬具　２２０千円 

 
（２）リース契約により使用する重要な固定資産 
　貸貸借対照表に計上した固定資産のほか、事業用信用・共済端末については、リース契約によ
り使用しています。 

 
（３）担保に供している資産 
　定期預金８００，０００千円を為替決済の担保に、定期預金２，３００千円を指定金融機関等
の事務取扱に係る担保に、それぞれ供しています。 

 
（４）役員との間の取引による役員に対する金銭債権及び金銭債務 
　理事および監事に対する金銭債権の総額　　　　６１，３６１千円 

 
（５）貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳 

　貸出金のうち、破綻先債権額は２５，４３７千円、延滞債権額は３９，２１１千円です。 
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事
由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった
貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法
人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由
又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金です。 
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又
は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金です。 
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　貸出金のうち、３か月以上延滞債権額は該当ありません。 
　なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上遅
延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。 
　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は該当ありません。 
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の
減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行
った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３か月以上延滞債権に該当しないものです。 
　破綻先債権額、延滞債権額、３か月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は　６
４，６４９千円です。 
　なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。 

 
（６）土地の再評価に関する法律に基づく再評価 

　「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）及び「土地の再
評価に関する法律の一部を改正する法律」に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差
額については、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債
の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上してい
ます。 
○再評価を行った年月日　・・・　平成１３年１月３１日 
○再評価を行った土地の当事業年度末における時価の合計額が再評価後の帳簿価額 
　の合計額を下回る金額　　・・・　４２６，３７７千円 
○同法律第３条３項に定める再評価の方法 
　　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条
第３号に定める、当該事業用土地について地方税法第３４１条第１０号の土地課税台帳又
は同条第１１号の土地補充課税台帳に登録されている価格（固定資産税評価額）に合理的
な調整を行って算出しました。 

 
４．損益計算書に関する注記 
（１）減損損失に関する注記 
①　資産をグループ化した方法の概要及び減損損失を認識した資産又は資産グループの概要 
　当組合では、投資の意思決定を行う単位としてグルーピングを実施した結果、営業店舗につ
いては、支店及び事業所を基本にグルーピングし、業務外固定資産（賃貸資産）については各
固定資産をグルーピングの最小単位としています。 
　また、独立したキャッシュ・フローを生み出さないものの、他の資産グループのキャッシュ・
フローの生成に寄与していることから、本店、不動産管理センター・介護センターすずらん、
購買店舗は組合全体の共用資産としております。 
 
当事業年度に減損を計上した固定資産は、以下の通りです。 
 
 
 
 
 
②　減損損失の認識に至った経緯 
　本店　増田床屋、本店　郵便局駐車場は賃貸用固定資産として使用されていますが、使用価
値が帳簿価額まで達しないため帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当期減少額を減損損失と
して認識しました。 
 
③　減損損失の金額について、特別損失に計上した金額と主な固定資産の種類毎の減損損失の内訳 
　本店　増田床屋　　　　　３４５千円（土地３４５千円） 
　本店　郵便局駐車場　　　７１０千円（土地７１０千円） 
 
④　回収可能価額の算定方法 
○本店　増田床屋の固定資産の回収可能価額については正味売却可能価額を採用しており、そ
の時価は不動産鑑定評価額に基づき算定しています。 
○本店　郵便局駐車場の固定資産の回収可能価額については使用価値を採用しており、適用し
た割引率は４．９６％です。 
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場　所 
本店　増田床屋 
本店　郵便局駐車場 

用　途 
賃貸用固定資産 
賃貸用固定資産 

種　類 
土地 
土地 

その他 
業務外固定資産 
業務外固定資産 
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５．金融商品に関する注記 
 
Ⅰ　金融商品の状況に関する事項 
（１）金融商品に対する取組方針 
　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内の企業や団体など
へ貸付け、残った余裕金を茨城県信用農業協同組合連合会へ預け、運用を行っています。 

 
（２）金融商品の内容及びそのリスク 
　当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金であり、貸出金
は、組合員等の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されています。 
　借入金は、茨城県信用農業協同組合連合会からの借入金です。 
　営業債権である経済事業未収金は、組合員等の信用リスクに晒されています。 

 
（３）金融商品に係るリスク管理体制 
①　信用リスクの管理 
　当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定していま
す。また、通常の貸出取引については、本店に融資審査部署を設置し各支店との連携を図りな
がら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより
償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っ
ています。貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に
行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組ん
でいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金については「資産の償却・引当基準」に基
づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化に努めています。 
 
②　市場リスクの管理 
　当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールするこ
とにより、収益化及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強
化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融
情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。 
（市場リスクに係る定量的情報） 
　当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品です。当組合に
おいて、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、貸出金、
貯金及び借入金です。 
　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予
想変動幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利
用しています。 
　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利
が０．３２％上昇したものと想定した場合には、経済価値が７２，５４４千円減少するものと
把握しています。 
　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリス
ク変数の相関を考慮していません。 
　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生
じる可能性があります。 
　なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件にかかる未実行金額についても含めて
計算しています。 
 
③　資金調達に係る流動性リスクの管理　 
　当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安
定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上
での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針
などの策定の際に検討を行っています。 
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（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が
ない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。当該価額
の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該
価額が異なることもあります。 

 
 
Ⅱ　金融商品の時価等に関する事項 
（１）金融商品の貸借対照表計上額および時価等 
　当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。 
　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表には含めず（３）
に記載しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）金融商品の時価の算定方法 
【資産】 
①　預金 
　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ています。満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートである
円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。 
 
②　貸出金 
　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状
態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額
によっています。 
　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額
をリスクフリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた額から貸倒引当金を
控除して時価に代わる金額として算定しています。 
　なお、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額から貸倒引当金を控除し
た額を時価に代わる金額としています。 
 

【負債】 
①　貯金 
　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額(帳簿価額)を時価とみなしています。
また、定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスク
フリーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額
として算定しています。 

預　金 
貸出金 
　貸倒引当金（＊１） 
　貸倒引当金控除後 

資産計 
貯　金 

負債計 

貸借対照表 
計上額 
21,412,910 
9,015,458 
▲ 62,607 
8,952,851 
30,365,761 
29,640,039 
29,640,039

時　価 

21,396,286 
－ 
 

9,309,978 
30,706,265 
29,630,949 
29,630,949

差　額 

▲ 16,624 
－ 
 

357,127 
340,503 
▲ 9,090 
▲ 9,090

（単位：千円） 

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。 
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②　借入金 
　借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当組合の信用状
態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、
当該帳簿価額によっています。 
　固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借入金の元利金の合計額をリスクフ
リーレートである円Ｌｉｂｏｒ・スワップレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額と
して算定しています。 

 
（３）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、これらは（１）
の金融商品の時価情報には含まれていません。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 
　　　　　　　　　　　　　　　　貸借対照表計上額 
　　　外部出資　　　　　　　　　　４８９，０４４ 
　　　　合計　　　　　　　　　　　４８９，０４４ 
（注）外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものについては、時価を把握することが

極めて困難であると認められるため、時価開示の対象とはしていません。 
 
（４）金銭債権の決算日後の償還予定額 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 
　　　　　　　　　

１年以内
　　 １年超　　　２年超　　　３年超　　　４年超　　　

５年超
 

　　　　　　　　　 　　　　　　２年以内　　３年以内　　４年以内　　５年以内 
　　預　金　　　　21,412,910　　 0　　 0　　 0　　 0　　 0 
　　貸出金（＊1，2） 784,745　　 745,064　　 654,317　　 607,025　　 619,456　　5,546,466 
　　合　計　　　　22,197,656　　 745,064　　 654,317　　 607,025　　 619,456　　5,546,466 

（＊１）貸出金のうち、当座貸越（融資型を除く）１２，９１３千円については「１年以内」
に含めています。また、期限のない劣後特約付ローン２７０，０００千円について
は「５年超」に含めています。 

（＊２）貸出金のうち、３ヶ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等５８，３８２千
円は償還の予定が見込まれないため、含めていません。 

 
（５）その他の有利子負債の決算日後の返済予定額 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 
　　　　　　　　　

１年以内
　　 １年超　　　２年超　　　３年超　　　４年超　　　

５年超
 

　　　　　　　　　 　　　　　　２年以内　　３年以内　　４年以内　　５年以内 
　　貯　金（＊１） 28,504,169　 543,178　 424,600　 77,475　 90,615　 0 
　　合　計　　　　 28,504,169　 543,178　 424,600　 77,475　 90,615　 0 

（＊１）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めています。 
 
 
６．退職給付に関する注記 
（１）退職給付に係る注記 
①　採用している退職給付制度の概要 
　職員の退職給付にあてるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用しています。
また、この制度に加え、同規程に基づき退職給付の一部にあてるため（一財）全国農林漁業団
体共済会との契約による退職金共済制度を採用しています。 
　なお、当組合及び連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債
及び資産並びに退職給付費用を計算しています。 
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②　簡便法を適用した制度の退職給付に係る負債と資産の純額の期首残高と期末残高の調整表 
　期首における退職給付に係る負債と資産の純額　　５６，９８０千円 
　退職給付費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　５，０２７千円 
　退職給付の支払額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　▲０千円 
　期末における退職給付に係る負債と資産の純額　　６２，００７千円 

 
③　退職給付に関連する損益 
　簡便法で計算した退職給付費用　　　　　　　　　　５，０２７千円 

 
（２）特例業務負担金の将来見込額 
　人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合
を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第57条の規定に基づき、旧
農林共済組合（存続組合）が行う特例年金等の業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務
負担金２，７８７千円を含めて計上しています。 
　なお、同組合より示された平成２６年３月現在における平成44年３月までの特例業務負担金の
将来見込額は、４１，７５６千円となっています。 

 
 
７．税効果会計に関する注記 
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳は次のとおりです。 

繰延税金資産 
　貸倒引当金超過額　　　　　　　　　　　８，８９１千円 
　退職給付引当金　　　　　　　　　　　１７，１２２千円 
　賞与引当金　　　　　　　　　　　　　　２，２１０千円 
　未払事業税否認額　　　　　　　　　　　１，９６２千円 
　未収預金利息計上否認額　　　　　　　　　　９２４千円 
　役員退職慰労引当金否認額　　　　　　　１，２５５千円 
　土地減損損失否認額　　　　　　　　　　２，７８０千円 
　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　６３６千円 
　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　３５，７８３千円 
　評価性引当額　　　　　　　　　　　▲１５，３５８千円 
　繰延税金資産合計（Ａ）　　　　　　　２０，４２５千円 
繰延税金負債 
　全農適格合併みなし配当否認額　　　　　　　　▲７千円 
　繰延税金負債合計（Ｂ）　　　　　　　　　　　▲７千円 
繰延税金資産の純額（Ａ）＋（Ｂ）　　　２０，４１８千円 
 

（２）法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因 
　法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　２９．４％ 
　（調整） 
　交際費等永久に損金に算入されない項目　　　　３．３％ 
　受取配当金等永久に益金に算入されない項目　▲５．６％ 
　住民税均等割額　　　　　　　　　　　　　　　０．５％ 
　評価性引当額の増減　　　　　　　　　　　▲１６．７％ 
　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２．７％ 
税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　　　３３．６％ 
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（３）税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債への影響額 
　「所得税等の一部を改正する法律」（平成２６年法律第１０号）が平成２６年３月３１日に公
布され、平成２６年４月１日以降に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことにな
りました。 
　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成２７年２
月１日に開始する事業年度については前事業年度の２９．４％から２７．６％に変更されました。
その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が２３６千円減少し、法
人税等調整額が２３６千円増加しております。なお、土地再評価に係る繰延税金負債及び土地再
評価差額金に変動はありません。 
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（単位：千円） 

（資本剰余金の部） 
１．資本剰余金期首残高 
２．資本剰余金増加高 
　　　　資本準備金の積立による増加 
３．資本剰余金減少高 
　　　　資本準備金の取崩による減少 
４．資本剰余金期末残高 
 
（利益剰余金の部） 
１．利益剰余金期首残高 
２．利益剰余金増加高 
　　　　当期剰余金 
　　　　土地再評価差額金の取崩による増加 
　　　　持分比率変更による増加 
連結剰余金減少額 
　　　　当期損失金 
　　　　支払配当金 
　　　　役員賞与金 
　　　　土地再評価差額金の取崩による減少 
　　　　持分比率変更による減少 
連結剰余金期末残高 

 
0 
0 
 
0 
 
0 
 
 

1,011,968 
50,878 

 
 
 

4,294 
 
 
 
 
 

1,058,553

 
 
 
0 
 
0 
 
 
 
 
 

50,878 
0 
0 
 
0 

4,294 
0 
0 
0

 
0 
0 
 
0 
 
0 
 
 

1,058,553 
57,302 

 
 
 

4,280 
 
 
 
 
 

1,111,575

 
 
 
0 
 
0 
 
 
 
 
 

56,538 
763 
0 
 
0 

4,280 
0 
0 
0

平成25年度 
平成25年２月１日から平成26年１月31日まで 

平成26年度 
平成26年２月１日から平成27年１月31日まで 科　目 

年度別 
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連結ベースのリスク管理債権残高 

　「連結リスク管理債権は、子会社においてリスク管理債権がないため、当組合単体の
リスク管理債権と同額です。」 
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（単位：千円） 
 
 
信 用 事 業  
 
 
共 済 事 業  
 
 
そ の 他 事 業  
 
 
合 計  

 
経 常 収 益  
経 常 利 益  
資 産 の 額  
経 常 収 益  
経 常 利 益  
資 産 の 額  
経 常 収 益  
経 常 利 益  
資 産 の 額  
経 常 収 益  
経 常 利 益  
資 産 の 額  

平成25年度 
237,405 
187,185 

28,741,851 
85,215 
79,632 
5,509 

445,558 
141,089 
1,650,660 
768,178 
407,906 

30,395,020

平成26年度 
252,564 
199,089 

30,574,155 
84,195 
79,713 
6,801 

415,765 
147,397 
1,640,117 
752,524 
426,199 

32,221,375
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連結自己資本の充実の状況 

◇　連結自己資本比率の状況 
　平成27年１月末における連結自己資本比率は、15.59％となりました。 
 
　連結自己資本は、組合員の普通出資によっています。 
　○　普通出資による資本調達額　　143,099千円（前年度145,218千円） 
 
当連結グループでは、適正なプロセスにより連結自己資本比率を正確に算出し、ＪＡを中心に
信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及びこれらのリスクに対応した十分な自己資本
の維持を図るとともに、内部留保の積み増しにより自己資本の充実に努めています。 
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メ　モ 




